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Ⅰ．高速道路株式会社法第１０条に基づく事業計画について

事業計画については、高速道路株式会社法（以下「会社法」という。）第１０条に基

づき、高速道路株式会社が、毎事業年度の開始前に、その事業年度の事業計画を定め、

国土交通大臣の認可を受けることとなっている。

なお、事業計画を申請するにあたり、会社法施行規則第１１条第１項で規定されて

いるとおり、資金計画書及び収支予算書を添えて、国土交通大臣に提出することとな

っているため、事業計画以外にも当該事業年度の資金計画書及び収支予算書も添付す

る。 

平成２７事業年度の事業計画等については、事業全体としては総額約３，０６８億

円の事業費、うち高速道路事業に係る総額は約２，８１７億円の事業費を予定してい

る。資金計画については、自主調達（社債、民間借入金）等により合計約２，１０１

億円の資金を調達する予定である。収支予算については、当期純利益として約１億円

発生する見込みである。
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Ⅱ．事業計画

１．高速道路事業に係る事業計画

平成２７事業年度における高速道路事業については、高速道路の新設、改築及び維

持、修繕、災害復旧その他の管理で構成される。

高速道路の新設、改築については、首都圏のネットワークを形成する高速横浜環状

北線等を継続実施するとともに、東品川桟橋・鮫洲埋立部等の大規模更新を実施する

ため、約１，４３５億円の事業費（一般管理費、建設中利息を除くと約１，３７０億

円）を予定している。

高速道路の維持、修繕、災害復旧その他の管理については、適正かつ効率的な維持

管理や道路施設について中長期的に管理するために必要な修繕、長期にわたる安全性

を確保するために必要な大規模更新及び大規模修繕を実施するため、約１，３８２億

円の事業費を予定している。

なお、他の高速道路株式会社の事業範囲における高速道路の新設、改築及び維持、

修繕、災害復旧等に関する事業は、本事業年度において事業実施予定はない。

以上の内容をまとめると、高速道路事業に係る平成２７事業年度の事業計画は下記

のとおりである。

（単位：億円）

事業区分 事業の概要（実施の方法・事業量） 所要資金の額

高速道路の新設、改築 横浜市道高速横浜環状北線など計６路線

１８．９ｋｍ（※）の新設、都道首都高

速５号線（板橋熊野町 JCT間改良）
０．５ｋｍ、都道首都高速１号線（東品

川桟橋・鮫洲埋立部）１．９ｋｍ等の大

規模更新などの改築 １，４３５

高速道路の維持、修繕、災害復旧

その他の管理

都道首都高速１号線など計３４路線

３１０．７ｋｍ（※）の維持、修繕、災

害復旧その他の管理

都道首都高速３号線（池尻・三軒茶屋出

入口付近）１．５ｋｍ等の大規模更新

都道首都高速１号線など計１８路線

５５．２ｋｍの大規模修繕 １，３８２

高速道路株式会社法第五条第２項

に規定された以外の高速道路にお

ける新設、改築 ― 

高速道路株式会社法第五条第２項

に規定された以外の高速道路にお

ける維持、修繕、災害復旧等 ― 

合計Ａ（高速道路事業） ２，８１７

注）端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。

※平成２７事業年度期首時点
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２．高速道路事業以外の事業に係る事業計画

平成２７事業年度における高速道路事業以外の事業については、高速道路の休憩所、

給油所等の建設・管理、国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、

修繕等及びその他の事業で構成される。

高速道路の休憩所、給油所等の建設・管理については、高速道路をご利用するお客

様への適正なサービスを目的とした既存サービスエリア等の管理等を実施するため、

約０．４億円の事業費を予定している。

国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等については、

高速道路事業に関連する他の道路事業の委託事業を着実に実施するため、約２３６億

円の受託事業費を予定している。

その他の事業については、駐車場及び高架下施設事業等を展開するために約１３億

円の事業費を予定している。

以上の内容をまとめると、高速道路事業以外の事業に係る平成２７事業年度の事業

計画は下記のとおりである。

（単位：億円）

合計（Ａ＋Ｂ）（全事業） ３，０６８

注）端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。

※ この中には、会社法第５条第５項に基づいて、国、地方公共団体、地方道路公社以外の事業者の委託に基づく道路の新設、

改築、維持、修繕等の所要資金１１億円を含む。

事業区分 事業の概要（実施の方法・事業量） 所要資金の額

高速道路の休憩所、給油所等の建

設・管理

埼玉県道高速足立三郷線八潮パーキング

エリア（上り線）など計２箇所のパーキン

グエリアの管理等 ０．４

国、地方公共団体等の委託に基づ

く道路の新設、改築、維持、修繕

等（※）

高速都心環状線及び同八重洲線に関する

受託事業「高速都心環状線及び同八重洲線

との交差部における東京都市計画道路環

状第２号線地下トンネル整備事業のうち

仮設構造物等の施工に関する基本協定」に

基づく受託工事ほか ２３６

高速道路株式会社法第五条第２

項に規定された以外の高速道路

の休憩所、給油所等の建設・管理 ― 

その他の事業 汐留駐車場など駐車場事業５箇所、都道首

都高速２号線高架下施設事業４箇所等

１３

合計Ｂ（高速道路事業以外）

２５０



■資金計画書

平成27事業年度の資金計画書は下記のとおりである。 (単位：億円)

高速道路事業以外

収入の部

　(営業的収入)

高速道路事業営業収入 2,741 2,741

関連事業営業収入 252 252

ＳＡ・ＰＡ事業収入 1 1

その他の事業収入 15 15

受託事業収入 236 236

営業外収入

　(資本的収入)

社債・借入金 2,101 2,101 (2,101) 

機構からの無利子借入金 262 262 (262) 

920 920 (920) 

919 919 (919) 

前期繰越金 564 535 (339) 28

5,658 5,377 (2,439) 281

支出の部

　(営業的支出)

高速道路管理費 673 673

道路維持費 328 328

道路業務管理費 218 218

一般管理費 128 128

道路資産賃借料 1,992 1,992

関連事業管理費 248 248

ＳＡ・ＰＡ事業管理費 0 0

その他の事業管理費 11 11

受託事業営業費 236 236

　(資本的支出)

高速道路新設・改築費 1,435 1,435 (1,431) 

新設・改築費 1,370 1,370 (1,366) 

一般管理費 44 44 (43) 

支払利息等 22 22 (22) 

高速道路修繕費 709 709 (670) 

修繕費 660 660 (622) 

一般管理費 44 44 (43) 

支払利息等 5 5 (5) 

関連事業建設費 3 3

ＳＡ・ＰＡ事業建設費 － －

その他の事業建設費 3 3

社債等償還金 20 20 1

次期繰越金 578 548 (339) 30

5,658 5,377 (2,439) 281合　　　計

高速道路事業

合　　　計

社債

科　　　　目 合計

民間借入金

※ 端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。
※ 高速道路事業欄の（ ）書きは、機構へ承継する道路資産の形成に係る資金計画であり、
平成２６年度未執行分（見込）を加味したものである。
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■収支予算書

　平成27事業年度の収支予算書は下記のとおりである。

合計 高速道路事業 高速道路事業以外

Ⅰ．高速道路事業営業損益

１．営業収益 3,134 3,134
（１）料金収入 2,538 2,538
（２）その他収入 596 596
          ・道路資産完成高・道路資産完成高 596 596

２．営業費用 3,133 3,133
（１）道路資産賃借料 1,841 1,841
（２）道路資産完成原価 596 596
（３）管理費用 696 696
・維持修繕費 304 304
・管理業務費 202 202
・一般管理費 110 110
・租税公課 7 7
・減価償却費 74 74

（４）引当金等 － －

　　高速道路事業営業利益 1 1

Ⅱ．関連事業営業損益

１．営業収益 265 265
（１）ＳＡ・ＰＡ事業収入 1 1
（２）その他の事業収入 15 15
（３）受託事業収入 249 249

２．営業費用 263 263
（１）ＳＡ・ＰＡ事業費 0 0
（２）その他の事業費 13 13
（３）受託事業費 249 249

　　関連事業営業利益 2 2

　　全事業営業利益 3 1 2

Ⅲ．営業外収益 － － －

Ⅳ．営業外費用 1 1 0

　　経常利益 2 － 2

Ⅴ．特別利益 － － －

Ⅵ．特別損失 － － －

税引前当期純利益 2 － 2
法人税、住民税及び事業税 1 － 1
法人税等調整額 － － －

当期純利益 1 － 1

※本様式は、高速道路株式会社法第14条第1項及び第2項の規定に基づき国土交通大臣により定め
　られた「高速道路等事業会計規則」第6条の別表第二第２号様式に示される「損益計算書」と異
　なる。また、第6条の別表第一に示される勘定科目の項目区分とも一致していない。

(単位：億円)

金額科 目

※端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。
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